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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一対の第１短辺及び一対の第１長辺を有する第１基板と、前記第１基板に対向配置され
た第２基板と、前記第１基板と前記第２基板との間に保持された液晶層と、を備え、アク
ティブエリアに画像を表示する液晶表示パネルと、
　前記第１基板の外面側に配置され、前記第１短辺よりも長い一対の第２短辺と、一対の
第２長辺と、前記第２短辺とのなす角度ａ１が前記第２長辺とのなす角度ｂ１よりも小さ
い第１吸収軸と、を有する第１偏光板と、
　前記第２基板の外面側に配置され、第２吸収軸を有する第２偏光板と、
　を備え、
　前記一対の第１長辺は、前記一対の第２長辺と前記アクティブエリアとの間に位置し、
前記一対の第２短辺は、前記一対の第１短辺と前記アクティブエリアとの間に位置してい
る、液晶表示装置。
【請求項２】
　前記第２偏光板は、一対の第３短辺と、一対の第３長辺と、を有し、前記第２吸収軸は
前記第１吸収軸と略直交し、前記第２吸収軸と前記第３短辺とのなす角度ａ２が前記第２
吸収軸と前記第３長辺とのなす角度ｂ２よりも大きい、請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記一対の第３短辺のそれぞれは、前記第２基板よりも外側にはみ出している、請求項
２に記載の液晶表示装置。
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【請求項４】
　前記第２吸収軸と前記第３長辺とのなす角度ｂ２は、前記第３長辺と前記第２偏光板の
対角線とのなす角度ｃ２よりも小さい、請求項２または３に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記第１偏光板及び前記第２偏光板の少なくとも一方は、位相差フィルムと保護層との
間に偏光子を挟持した構成である、請求項１乃至４のいずれか１項に記載の液晶表示装置
。
【請求項６】
　前記第１基板はアレイ基板を構成し、前記第２基板は対向基板を構成する、請求項１乃
至５のいずれか１項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置は、軽量、薄型、低消費電力などの特徴を生かして、パーソナルコンピュ
ータなどのＯＡ機器やテレビなどの表示装置として各種分野で利用されている。近年では
、液晶表示装置は、携帯電話などの携帯端末機器や、カーナビゲーション装置、ゲーム機
などの表示装置としても利用されている。
【０００３】
　このような液晶表示装置においては、偏光板が不可欠である。耐久性の観点で懸念され
る点のひとつに、偏光板の収縮が上げられる。狭額縁化の要求が高い液晶表示パネルでは
、アクティブエリアの外側の遮光された周辺エリアの幅が狭いため、偏光板の収縮により
偏光板端部がアクティブエリアの内側まで入り込み、アクティブエリアの周辺部での光漏
れが発生し、表示品位を低下するといった問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－２４３１３２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本実施形態の目的は、表示品位の劣化を抑制することが可能な液晶表示装置を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本実施形態によれば、
　一対の第１短辺及び一対の第１長辺を有する第１基板と、前記第１基板に対向配置され
た第２基板と、前記第１基板と前記第２基板との間に保持された液晶層と、を備え、アク
ティブエリアに画像を表示する液晶表示パネルと、前記第１基板の外面側に配置され、前
記第１短辺よりも長い一対の第２短辺と、一対の第２長辺と、前記第２短辺とのなす角度
ａ１が前記第２長辺とのなす角度ｂ１よりも小さい第１吸収軸と、を有する第１偏光板と
、前記第２基板の外面側に配置され、第２吸収軸を有する第２偏光板と、を備えた液晶表
示装置が提供される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】図１は、本実施形態の液晶表示装置に適用可能な表示パネルＰＮＬの一例を概略
的に示す平面図である。
【図２】図２は、図１に示した表示パネルＰＮＬの構造の一例を概略的に示す断面図であ
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る。
【図３】図３は、図２に示した第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ２の構成の一例を示
す図である。
【図４】図４は、アレイ基板ＡＲと第１偏光板ＰＬ１との外形寸法の関係を示す図である
。
【図５】図５は、対向基板ＣＴと第２偏光板ＰＬ２との外形寸法の関係を示す図である。
【図６】図６は、図１に示した表示パネルＰＮＬを含む表示装置ＤＳＰの構成例を概略的
に示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本実施形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。なお、各図において
、同一又は類似した機能を発揮する構成要素には同一の参照符号を付し、重複する説明は
省略する。
【０００９】
　図１は、本実施形態の液晶表示装置に適用可能な表示パネルＰＮＬの一例を概略的に示
す平面図である。
【００１０】
　すなわち、表示パネルＰＮＬは、アクティブマトリクスタイプの液晶表示パネルであり
、アレイ基板ＡＲと、アレイ基板ＡＲに対向配置された対向基板ＣＴと、アレイ基板ＡＲ
と対向基板ＣＴとの間に保持された液晶層ＬＱと、を備えている。アレイ基板ＡＲと対向
基板ＣＴとは、これらの間に所定のセルギャップを形成した状態でシール材ＳＥによって
貼り合わせられている。このセルギャップは、アレイ基板ＡＲまたは対向基板ＣＴに形成
された図示しない柱状スペーサによって形成されている。液晶層ＬＱは、アレイ基板ＡＲ
と対向基板ＣＴとの間のセルギャップにおいてシール材ＳＥによって囲まれた内側に保持
されている。
【００１１】
　このような表示パネルＰＮＬは、シール材ＳＥによって囲まれた内側に、画像を表示す
るアクティブエリアＡＣＴを備えている。アクティブエリアＡＣＴは、例えば、略長方形
状であり、ｍ×ｎ個のマトリクス状に配置された複数の画素ＰＸによって構成されている
（但し、ｍ及びｎは正の整数である）。
【００１２】
　アレイ基板ＡＲは、ゲート配線Ｇ、ゲート配線Ｇと交差するソース配線Ｓ、ゲート配線
Ｇ及びソース配線Ｓに接続されたスイッチング素子ＳＷ、スイッチング素子ＳＷに接続さ
れた画素電極ＰＥなどを備えている。液晶層ＬＱを介して画素電極ＰＥの各々と対向する
対向電極ＣＥは、例えば対向基板ＣＴに備えられているが、アレイ基板ＡＲに備えられて
いても良い。
【００１３】
　なお、表示パネルＰＮＬの詳細な構成については説明を省略するが、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔ
ｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ
　Ｂｅｎｄ）モード、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｅｄ）モードなどの主として
縦電界を利用するモードや、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード、
ＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モードなどの主として横電界
を利用するモードなどを適用可能に構成されている。横電界を利用するモードを適用した
構成では、画素電極ＰＥ及び対向電極ＣＥの双方がアレイ基板ＡＲに備えられる。
【００１４】
　駆動ＩＣチップ２及びフレキシブル・プリンテッド・サーキット（ＦＰＣ）基板３など
の表示パネルＰＮＬの駆動に必要な信号供給源は、アクティブエリアＡＣＴよりも外側の
周辺エリアＰＲＰに位置している。図示した例では、駆動ＩＣチップ２及びＦＰＣ基板３
は、対向基板ＣＴの基板端部ＣＴＥよりも外側に延出したアレイ基板ＡＲの実装部ＭＴに
実装されている。
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【００１５】
　図２は、図１に示した表示パネルＰＮＬの構造の一例を概略的に示す断面図である。こ
こでは、ＶＡモードの表示パネルＰＮＬを例に説明する。
【００１６】
　アレイ基板ＡＲは、ガラス基板や樹脂基板などの透明な第１絶縁基板１０を用いて形成
されている。アレイ基板ＡＲは、第１絶縁基板１０の対向基板ＣＴに対向する側に、スイ
ッチング素子ＳＷ、画素電極ＰＥ、第１配向膜ＡＬ１などを備えている。スイッチング素
子ＳＷは、詳述しないが、例えば薄膜トランジスタ(ＴＦＴ)によって構成されている。ス
イッチング素子ＳＷは、層間絶縁膜１１によって覆われている。画素電極ＰＥは、層間絶
縁膜１１の上に形成されている。画素電極ＰＥは、例えば、インジウム・ティン・オキサ
イド（ＩＴＯ）やインジウム・ジンク・オキサイド（ＩＺＯ）などの光透過性を有する導
電材料によって形成されている。画素電極ＰＥは、第１配向膜ＡＬ１によって覆われてい
る。第１配向膜ＡＬ１は、垂直配向性を示す材料によって形成されている。
【００１７】
　一方、対向基板ＣＴは、ガラス基板や樹脂基板などの透明な第２絶縁基板３０を用いて
形成されている。対向基板ＣＴは、第２絶縁基板３０のアレイ基板ＡＲに対向する側に、
カラーフィルタ層３２、対向電極ＣＥ、第２配向膜ＡＬ２などを備えている。なお、図示
しないが、対向基板ＣＴは、さらに、ブラックマトリクスや透明なオーバーコート層など
を備えていても良い。カラーフィルタ層３２は、赤色、緑色、青色などにそれぞれ着色さ
れた樹脂材料によって形成されている。対向電極ＣＥは、カラーフィルタ層３２のアレイ
基板ＡＲと対向する側に形成されている。対向電極ＣＥは、ＩＴＯやＩＺＯなどの光透過
性を有する導電材料によって形成されている。この対向電極ＣＥには、一画素ＰＸ内に複
数のドメインを形成するために、画素電極ＰＥと対向する位置に配向制御構造（例えばス
リットＳＬ）が形成されている。対向電極ＣＥは、第２配向膜ＡＬ２によって覆われてい
る。第２配向膜ＡＬ２は、垂直配向性を示す材料によって形成されている。
【００１８】
　上述したようなアレイ基板ＡＲと対向基板ＣＴとは、第１配向膜ＡＬ１及び第２配向膜
ＡＬ２が対向するように配置されている。このとき、アレイ基板ＡＲの第１配向膜ＡＬ１
と対向基板ＣＴの第２配向膜ＡＬ２との間には、図示しないスペーサにより所定のセルギ
ャップが形成されている。液晶層ＬＱは、上述したセルギャップに封入されている。
【００１９】
　アレイ基板ＡＲの外面つまり第１絶縁基板１０の外面１０Ｂには、第１偏光板ＰＬ１が
配置されている。第１偏光板ＰＬ１は、粘着剤４０により外面１０Ｂに接着されている。
この第１偏光板ＰＬ１は、支持体４１、偏光子４２、及び、保護層４３を積層した構成で
ある。対向基板ＣＴの外面つまり第２絶縁基板３０の外面３０Ｂには、第２偏光板ＰＬ２
が配置されている。第２偏光板ＰＬ２は、粘着剤５０により外面３０Ｂに接着されている
。この第２偏光板ＰＬ２は、支持体５１、偏光子５２、及び、保護層５３を積層した構成
である。第１偏光板ＰＬ１と第１絶縁基板１０との間や、第２偏光板ＰＬ２と第２絶縁基
板３０との間には、位相差フィルムなどの光学素子を付加しても良い。また、支持体４１
及び５１や保護層４３及び５３が位相差フィルムであっても良い。
【００２０】
　バックライトＢＬは、表示パネルＰＮＬのアレイ基板ＡＲと対向する側に配置されてい
る。バックライトＢＬとしては、種々の形態が適用可能であり、また、光源として発光ダ
イオードを利用したものや冷陰極管を利用したものなどのいずれでも適用可能であり、詳
細な構造については説明を省略する。
【００２１】
　図３は、図２に示した第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ２の構成の一例を示す図で
ある。なお、ここでは説明に必要な構成のみを図示している。また、ここでは、表示パネ
ルＰＮＬの短辺に平行な方向を第１方向Ｘとし、表示パネルＰＮＬの長辺に平行な方向を
第２方向Ｙとし、第１方向Ｘと第２方向Ｙとは直交している。
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【００２２】
　表示パネルＰＮＬのリア側に位置する第１偏光板ＰＬ１においては、支持体４１は、位
相差フィルムであって、遅相軸Ｄ１を有している。遅相軸Ｄ１は、第１方向Ｘに対してな
す角度θ１で交差している。偏光子４２は、吸収軸Ａ１を有している。吸収軸Ａ１は、第
１方向Ｘに対してなす角度θ２で交差している。保護層４３は、位相差をほとんど有して
いない。つまり、第１偏光板ＰＬ１は、位相差フィルムである支持体４１と保護層４３と
の間に偏光子４２を挟持した構成である。
【００２３】
　表示パネルＰＮＬのフロント側に位置する第２偏光板ＰＬ２においては、支持体５１は
、位相差フィルムであって、遅相軸Ｄ２を有している。遅相軸Ｄ２は、第１方向Ｘに対し
てなす角度θ３で交差している。偏光子５２は、吸収軸Ａ２を有している。吸収軸Ａ２は
、第１方向Ｘに対してなす角度θ４で交差している。保護層５３は、位相差をほとんど有
していない。つまり、第２偏光板ＰＬ２は、位相差フィルムである支持体５１と保護層５
３との間に偏光子５２を挟持した構成である。
【００２４】
　以下に、ＶＡモードに適用可能な軸構成の一例を説明する。なす角度θ１は１６１°で
あり、なす角度θ２は２６°であり、Ｘ－Ｙ平面内において、遅相軸Ｄ１と吸収軸Ａ１と
は４５°で交差している。なす角度θ３は７１°であり、なす角度θ４は１１６°であり
、Ｘ－Ｙ平面内において、遅相軸Ｄ２と吸収軸Ａ２とは４５°で交差している。また、吸
収軸Ａ１は吸収軸Ａ２と直交し、遅相軸Ｄ１は遅相軸Ｄ２と直交している。
【００２５】
　なお、上記の軸構成は、リア側とフロント側とを入れ替えても良い。
【００２６】
　次に、本実施形態に適用可能な偏光板の構成例について説明する。
【００２７】
　図４は、アレイ基板ＡＲと第１偏光板ＰＬ１との外形寸法の関係を示す図である。
【００２８】
　アレイ基板ＡＲは、第１方向Ｘに平行な一対の短辺Ｓ１１及びＳ１２と、第２方向Ｙに
平行な一対の長辺Ｌ１１及びＬ１２と、を有しており、Ｘ－Ｙ平面内において第２方向Ｙ
に延びた長方形状である。なお、アレイ基板ＡＲについて、破線で示した領域の内側はア
クティブエリアＡＣＴに相当し、斜線で示した領域は周辺エリアＰＲＰに相当している。
周辺エリアＰＲＰは、表示に寄与しない領域であり、図示しない遮光層などによって遮光
されている。
【００２９】
　第１偏光板ＰＬ１は、第１方向Ｘに平行な一対の短辺Ｓ１３及びＳ１４と、第２方向Ｙ
に平行な一対の長辺Ｌ１３及びＬ１４と、を有しており、Ｘ－Ｙ平面内において第２方向
Ｙに延びた長方形状である。このような第１偏光板ＰＬ１において、短辺Ｓ１３及びＳ１
４あるいは第１方向Ｘと吸収軸Ａ１とのなす角度ａ１は、長辺Ｌ１３及びＬ１４あるいは
第２方向Ｙと吸収軸Ａ１とのなす角度ｂ１よりも小さい。また、第１偏光板ＰＬ１におい
て、なす角度ａ１は、短辺Ｓ１３及びＳ１４あるいは第１方向Ｘと対角線ＤＬ１とのなす
角度ｃ１よりも小さい。つまり、吸収軸Ａ１は、短辺Ｓ１３及びＳ１４の双方と交差する
方向ではなく、長辺Ｌ１３及びＬ１４の少なくとも一方には交差する方向に平行である。
【００３０】
　このような構成の第１偏光板ＰＬ１においては、短辺Ｓ１３及びＳ１４の第１方向Ｘに
沿った長さｌｘ１は、アレイ基板ＡＲの短辺Ｓ１１及びＳ１２の第１方向Ｘに沿った長さ
Ｌｘ１よりも長い。図示した例では、第１偏光板ＰＬ１の一対の長辺Ｌ１３及びＬ１４の
それぞれは、アレイ基板ＡＲよりも外側にはみ出している。つまり、長辺Ｌ１３はアレイ
基板ＡＲの長辺Ｌ１１よりも外側に位置し、長辺Ｌ１４はアレイ基板ＡＲの長辺Ｌ１２よ
りも外側に位置している。なお、一対の長辺Ｌ１３及びＬ１４の一方が、アレイ基板ＡＲ
の長辺と重なる位置にあっても良い。例えば、長辺Ｌ１３はアレイ基板ＡＲの長辺Ｌ１１
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と重なる位置にあり、長辺Ｌ１４はアレイ基板ＡＲの長辺Ｌ１２よりも外側に位置してい
ても良い。
【００３１】
　また、図示した例では、第１偏光板ＰＬ１の長辺Ｌ１３及びＬ１４の第２方向Ｙに沿っ
た長さｌｙ１は、アレイ基板ＡＲの長辺Ｌ１１及びＬ１２の第２方向Ｙに沿った長さＬｙ
１よりも短い。第１偏光板ＰＬ１の一対の短辺Ｓ１３及びＳ１４のそれぞれは、周辺エリ
アＰＲＰに重なり、アレイ基板ＡＲの一対の短辺Ｓ１１及びＳ１２よりも内側に位置して
いる。なお、一対の短辺Ｓ１３及びＳ１４の一方が、アレイ基板ＡＲの短辺と重なる位置
にあっても良い。また、長さｌｙ１は、アクティブエリアＡＣＴの第２方向Ｙに沿った長
さよりも長ければ良く、長さＬｙ１と同等もしくはそれ以上であっても良い。
【００３２】
　図５は、対向基板ＣＴと第２偏光板ＰＬ２との外形寸法の関係を示す図である。
【００３３】
　対向基板ＣＴは、第１方向Ｘに平行な一対の短辺Ｓ２１及びＳ２２と、第２方向Ｙに平
行な一対の長辺Ｌ２１及びＬ２２と、を有しており、Ｘ－Ｙ平面内において第２方向Ｙに
延びた長方形状である。なお、対向基板ＣＴについて、破線で示した領域の内側はアクテ
ィブエリアＡＣＴに相当し、斜線で示した領域は周辺エリアＰＲＰに相当している。
【００３４】
　第２偏光板ＰＬ２は、第１方向Ｘに平行な一対の短辺Ｓ２３及びＳ２４と、第２方向Ｙ
に平行な一対の長辺Ｌ２３及びＬ２４と、を有しており、Ｘ－Ｙ平面内において第２方向
Ｙに延びた長方形状である。このような第２偏光板ＰＬ２において、短辺Ｓ２３及びＳ２
４あるいは第１方向Ｘと吸収軸Ａ２とのなす角度ａ２は、長辺Ｌ２３及びＬ２４あるいは
第２方向Ｙと吸収軸Ａ２とのなす角度ｂ２よりも大きい。また、第２偏光板ＰＬ２におい
て、なす角度ｂ２は、長辺Ｌ２３及びＬ２４あるいは第２方向Ｙと対角線ＤＬ２とのなす
角度ｃ２よりも小さい。つまり、吸収軸Ａ２は、長辺Ｌ２３及びＬ２４の双方と交差する
方向ではなく、短辺Ｓ２３及びＳ２４の少なくとも一方には交差する方向に平行である。
【００３５】
　このような構成の第２偏光板ＰＬ２においては、長辺Ｌ２３及びＬ２４の第２方向Ｙに
沿った長さｌｙ２は、対向基板ＣＴの長辺Ｌ２１及びＬ２１の第２方向Ｙに沿った長さＬ
ｙ２よりも長い。図示した例では、第２偏光板ＰＬ２の一対の短辺Ｓ２３及びＳ２４のそ
れぞれは、対向基板ＣＴよりも外側にはみ出している。つまり、短辺Ｓ２３は対向基板Ｃ
Ｔの短辺Ｓ２１よりも外側に位置し、短辺Ｓ２４は対向基板ＣＴの短辺Ｓ２２よりも外側
に位置している。なお、一対の短辺Ｓ２３及びＳ２４の一方が、対向基板ＣＴの短辺と重
なる位置にあっても良い。例えば、短辺Ｓ２３は対向基板ＣＴの短辺Ｓ２１と重なる位置
にあり、短辺Ｓ２４は対向基板ＣＴの短辺Ｓ２２よりも外側に位置していても良い。
【００３６】
　また、図示した例では、第２偏光板ＰＬ２の短辺Ｓ２３及びＳ２４の第１方向Ｘに沿っ
た長さｌｘ２は、対向基板ＣＴの短辺Ｓ２１及びＳ２２の第１方向Ｘに沿った長さＬｘ２
よりも短い。第２偏光板ＰＬ２の一対の長辺Ｌ２３及びＬ２４のそれぞれは、周辺エリア
ＰＲＰに重なり、対向基板ＣＴの一対の長辺Ｌ２１及びＬ２２よりも内側に位置している
。なお、一対の長辺Ｌ２３及びＬ２４の一方が、対向基板ＣＴの長辺と重なる位置にあっ
ても良い。また、長さｌｘ２は、アクティブエリアＡＣＴの第１方向Ｘに沿った長さより
も長ければ良く、長さＬｘ２と同等もしくはそれ以上であっても良い。
【００３７】
　なお、上記の第１偏光板ＰＬ１と第２偏光板ＰＬ２とを入れ替えても良い。このとき、
第１偏光板ＰＬ１は、その第１方向Ｘに沿った長さが接着される基板の第１方向Ｘに沿っ
た長さよりも長く形成されている。また、第２偏光板ＰＬ２は、その第２方向Ｙに沿った
長さが接着される基板の第２方向Ｙに沿った長さよりも長く形成されていることが望まし
い。
【００３８】
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　第１偏光板ＰＬ１の偏光子４２及び第２偏光板ＰＬ２の偏光子５２は、いずれもポリビ
ニルアルコール（ＰＶＡ）を延伸して製造されており、延伸方向が偏光子の吸収軸方向と
なる。このような第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ２においては、熱の影響により収
縮が起こる。特に、これらの第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ２は、延伸された吸収
軸方向に収縮する傾向にある。このような収縮は、偏光板が高温環境下に長時間放置され
ることで偏光板に含まれていた水分が蒸発するなどして生じるものであって、高温環境か
ら解放されたとしても元の寸法には復元しない不可逆変化である。また、近年では、デバ
イスの薄型化の要望が高まり、偏光板についても薄膜化する傾向にあり、偏光子を挟持す
る支持体や保護層の膜厚も薄くなってきている。このため、支持体や保護層について、偏
光子の収縮を抑制する機械的強度が低下しつつある。
【００３９】
　本実施形態によれば、表示パネルＰＮＬの外形寸法よりも大きいサイズの偏光板を適用
することにより、たとえ偏光板が収縮したとしても、偏光板の長辺及び短辺のいずれもア
クティブエリアＡＣＴと重なる位置に入り込むことが無い。つまり、偏光板が収縮したと
しても、アクティブエリアＡＣＴの全体が偏光板によって覆われた状態を維持することが
可能となる。このため、アクティブエリアＡＣＴが偏光板から露出することに起因したア
クティブエリアＡＣＴの周辺部での光漏れの発生を防止することが可能となる。したがっ
て、表示品位の劣化を抑制することが可能となる。
【００４０】
　図４に示した第１偏光板ＰＬ１のように、その吸収軸Ａ１と第１方向Ｘとのなす角度ａ
１が吸収軸Ａ１と第２方向Ｙとのなす角度ｂ１よりも小さい場合には、第１偏光板ＰＬ１
は、第１方向Ｘに沿った収縮が顕著となる。このような第１偏光板ＰＬ１については、第
１方向Ｘに沿った長さｌｘ１がアレイ基板ＡＲの第１方向Ｘに沿った長さＬｘ１よりも長
い。このため、例え第１偏光板ＰＬ１が第１方向Ｘに収縮したとしても、一対の長辺Ｌ１
３及びＬ１４がアクティブエリアＡＣＴに入り込むことを抑制できる。
【００４１】
　また、長辺Ｌ１３及びＬ１４のうちの一方がアレイ基板ＡＲの長辺と重なる位置にある
場合、第１偏光板ＰＬ１の収縮に伴ってその長辺の位置もアクティブエリアＡＣＴに近づ
く側に移動することがあり得るが、アレイ基板ＡＲの長辺からアクティブエリアＡＣＴま
での周辺エリアＰＲＰの幅（額縁幅）は、第１偏光板ＰＬ１の収縮量よりも大きく設定さ
れているため、第１偏光板ＰＬ１の収縮に伴って、アレイ基板ＡＲの長辺と重なっていた
第１偏光板ＰＬ１の長辺がアクティブエリアＡＣＴに入り込むことはない。なお、第１偏
光板ＰＬ１の第１方向Ｘに沿った収縮は長辺Ｌ１３及びＬ１４の双方の側で略同等に生ず
るため、長辺Ｌ１３及びＬ１４のそれぞれがアレイ基板ＡＲよりも外側にはみ出している
状態がより望ましい。
【００４２】
　図５に示した第２偏光板ＰＬ２のように、その吸収軸Ａ２と第１方向Ｘとのなす角度ａ
２が吸収軸Ａ２と第２方向Ｙとのなす角度ｂ２よりも大きい場合には、第２偏光板ＰＬ２
は、第２方向Ｙに沿った収縮が顕著となる。このような第２偏光板ＰＬ２については、第
２方向Ｙに沿った長さｌｙ２が対向基板ＣＴの第２方向Ｙに沿った長さＬｙ２よりも長い
。このため、例え第２偏光板ＰＬ２が第２方向Ｙに収縮したとしても、一対の短辺Ｓ２３
及びＳ２４がアクティブエリアＡＣＴに入り込むことを抑制できる。
【００４３】
　また、短辺Ｓ２３及びＳ２４のうちの一方が対向基板ＣＴの短辺と重なる位置にある場
合、第２偏光板ＰＬ２の収縮に伴ってその短辺の位置もアクティブエリアＡＣＴに近づく
側に移動することがあり得るが、対向基板ＣＴの短辺からアクティブエリアＡＣＴまでの
周辺エリアＰＲＰの幅（額縁幅）は、第２偏光板ＰＬ２の収縮量よりも大きく設定されて
いるため、第２偏光板ＰＬ２の収縮に伴って、対向基板ＣＴの短辺と重なっていた第２偏
光板ＰＬ２の短辺がアクティブエリアＡＣＴに入り込むことはない。なお、第２偏光板Ｐ
Ｌ２の第２方向Ｙに沿った収縮は短辺Ｓ２３及びＳ２４の双方の側で略同等に生ずるため
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、短辺Ｓ２３及びＳ２４のそれぞれが対向基板ＣＴよりも外側にはみ出している状態がよ
り望ましい。
【００４４】
　次に、一実施例について説明する。
【００４５】
　表示パネルＰＮＬにおいて、液晶層ＬＱを保持するセルギャップは３μｍであり、液晶
層ＬＱの屈折率異方性Δｎは０．１であり、液晶分子は垂直配向している。第１偏光板Ｐ
Ｌ１の支持体４１及び第２偏光板ＰＬ２の支持体５１は、いずれも二軸性の位相差フィル
ムであり、そのＮｚ係数の値は１．６程度である。第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ
２の軸構成については、図３を参照して説明した一例の通りである。
【００４６】
　第１偏光板ＰＬ１は、図４に示した例の通り、吸収軸Ａ１と第１方向Ｘとのなす角度ａ
１が第２方向Ｙとのなす角度ｂ１よりも小さく、短辺寸法ｌｘ１は表示パネルＰＮＬの外
形あるいはアレイ基板ＡＲの短辺寸法Ｌｘ１よりも大きい。第２偏光板ＰＬ２は、図５に
示した例の通り、吸収軸Ａ２と第１方向Ｘとのなす角度ａ２が第２方向Ｙとのなす角度ｂ
２よりも大きく、長辺寸法ｌｙ２を表示パネルＰＮＬの外形あるいは対向基板ＣＴの長辺
寸法Ｌｙ２よりも大きい。これらの第１偏光板ＰＬ１及び第２偏光板ＰＬ２を表示パネル
ＰＮＬに接着し、高温環境下に長時間放置したところ、偏光板ＰＬ１及び偏光板ＰＬ２の
収縮が確認されたが、アクティブエリアＡＣＴでの光漏れは確認されなかった。また、収
縮した偏光板ＰＬ１及び偏光板ＰＬ２のいずれも表示パネルＰＮＬからの剥離は確認され
なかった。
【００４７】
　次に、他の構成例について説明する。
【００４８】
　図６は、図１に示した表示パネルＰＮＬを含む表示装置ＤＳＰの構成例を概略的に示す
断面図である。
【００４９】
　表示装置ＤＳＰは、アクティブエリアＡＣＴに画像を表示する表示モジュールＭＤＬと
、表示モジュールＭＤＬに対向配置されたカバー部材ＣＢと、表示モジュールＭＤＬとカ
バー部材ＣＢとを貼り合わせる透明な樹脂ＰＳＲと、を備えている。図示した例では、表
示モジュールＭＤＬは、表示パネルＰＮＬ及びバックライトＢＬを備えている。
【００５０】
　表示パネルＰＮＬは、アレイ基板ＡＲと対向基板ＣＴとの間に液晶層ＬＱを保持してい
る。アレイ基板ＡＲと対向基板ＣＴとは、シール材ＳＥによって貼り合わせられている。
アレイ基板ＡＲについて、対向基板ＣＴと向かい合う内面側の構造については詳細な説明
を省略する。バックライトＢＬと対向するアレイ基板ＡＲの外面には、第１偏光板ＰＬ１
が接着されている。第１偏光板ＰＬ１は、アクティブエリアＡＣＴの全体に亘って配置さ
れている。対向基板ＣＴについて、アレイ基板ＡＲと向かい合う内面側の構造については
詳細な説明を省略するが、アクティブエリアＡＣＴの周囲に周辺遮光層ＳＨＤが形成され
ている。周辺遮光層ＳＨＤは、表示パネルＰＮＬの周辺エリアＰＲＰに配置され、矩形枠
状に形成されている。カバー部材ＣＢと対向する対向基板ＣＴの外面には、第２偏光板Ｐ
Ｌ２が接着されている。第２偏光板ＰＬ２は、アクティブエリアＡＣＴの全体に亘って配
置されている。
【００５１】
　カバー部材ＣＢは、第２偏光板ＰＬ２と対向している。カバー部材ＣＢは、透明な基材
６０と、遮光層６１と、を備えて構成されている。基材６０は、透明なガラス板やプラス
チック板などである。遮光層６１は、基材６０の内面６０Ａ、つまり表示モジュールＭＤ
Ｌと対向する側において、周縁部に配置されている。遮光層６１で囲まれた内側は、透過
部ＴＲとなる。この透過部ＴＲは、アクティブエリアＡＣＴと対向している。
【００５２】
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　樹脂ＰＳＲは、表示モジュールＭＤＬの表面つまり第２偏光板ＰＬ２と、カバー部材Ｃ
Ｂとの間に介在し、両者を貼り合わせている。樹脂ＰＳＲを充填すべき領域は、樹脂ＰＳ
Ｒの供給量のバラツキや気泡の抑制などを考慮すると、アクティブエリアＡＣＴのみに制
限することは困難であり、必然的にアクティブエリアＡＣＴよりも外側に及ぶ。このため
、樹脂ＰＳＲのエッジＰＳＲＥは、アクティブエリアＡＣＴよりも外側に位置しており、
遮光層６１と対向する位置にある。
【００５３】
　このような構成例においては、第２偏光板ＰＬ２は、そのカバー部材ＣＢの側が樹脂Ｐ
ＳＲによって接着されているため、高温環境下に放置したとしても、第２偏光板ＰＬ２の
収縮を抑制することが可能である。このため、対向基板ＣＴの外形寸法よりも大きな第２
偏光板ＰＬ２を設置する必要はない。つまり、上記の構成例の場合には、少なくともアレ
イ基板ＡＲに接着される第１偏光板ＰＬ１がアレイ基板ＡＲの外形寸法よりも大きく形成
されていれば良い。
【００５４】
　一方で、対向基板ＣＴの外形寸法よりも大きな第２偏光板ＰＬ２を設置する場合には、
対向基板ＣＴからのはみ出し量は、樹脂ＰＳＲのエッジＰＳＲＥの位置まで許容される。
つまり、第２偏光板ＰＬ２のエッジの位置は、樹脂ＰＳＲのエッジＰＳＲＥよりも内側に
位置していれば良い。
【００５５】
　以上説明したように、本実施形態によれば、表示品位の劣化を抑制することが可能な液
晶表示装置を提供することができる。
【００５６】
　なお、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示
したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これらの新規な実施形態
は、その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で
、種々の省略、置き換え、変更を行うことができる。これらの実施形態やその変形は、発
明の範囲や要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲
に含まれる。
【符号の説明】
【００５７】
　ＤＳＰ…表示装置
　ＰＮＬ…表示パネル　ＡＲ…アレイ基板　ＣＴ…対向基板　ＬＱ…液晶層
　ＡＣＴ…アクティブエリア　ＰＲＰ…周辺エリア
　ＰＬ１…第１偏光板　４０…粘着剤　４１…支持体　４２…偏光子　４３…保護層
　ＰＬ２…第２偏光板　５０…粘着剤　５１…支持体　５２…偏光子　５３…保護層
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